
（様式第１号）

１　事業者等の概要

２　計画期間及び報告対象年度

～

３　公表方法等

印刷物の閲覧
（閲覧場所・時間等）

ホームページ

その他
問い合わせのあった場合に対応。
担当部署：エネルギー企画部エネルギーマネジメント課
連絡先：03-6681-3388

2020 報告対象年度 2021

中央電力株式会社

主たる事業の
概要

マンション一括受電サービス事業とビル・工場・商業施設等に電力小売事業を
展開しています。

主たる事務所
の所在地

千kWh

計画期間 2022

丹治保積

 条例施行規則第15条第2項に該当する小売電気事業者

氏名又は名称

年度 年度

千kWh
電力供給量
（長野県）

377,989

年度

電力供給量
（総量）

代表者名

エネルギー供給温暖化対策計画書　兼　実施状況等報告書

氏名 代表取締役社長

9,820

〒100-0014
東京都千代田区永田町2-13-5　赤坂エイトワンビル2階

事業者の区分
 その他の事業者

役職名
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４　エネルギーの供給に係る地球温暖化対策のための基本方針

５　エネルギー供給温暖化対策計画の推進に係る体制

電気を通じてこの先何十年、何百年と、より安心・安全・健康に生活できる生活基盤づくりに尽力
することで“カーボンニュートラルの実現”、サステナブルな社会創りに貢献してまいります。

エネルギー企画本部において、方針策定、環境メニューの開発・販売、電源及び非化石証書等の調
達を実施。広報部において広報・PRを実施していきます。
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６　供給するエネルギーの製造等に伴い排出される二酸化炭素の抑制に関する目標等

0.000484

2019 年度 0.000450

極力低減

2022 年度 極力低減

0.000382

0.000388

2020 年度 148

0.000488

0.000490

2021 年度 185

年度

基 準 年 度

目 標 年 度

排出係数等の
増減理由

基礎排出係数

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

排出係数等の
増減理由

第三年度
t-CO2/kWh

基礎排出係数

基礎排出係数

第二年度
t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

調達電源の構成が変化したため。

基礎排出係数

目標排出係数

目標削減率

事業活動の継続と再生可能エネルギーの活用推進を両立できる
電源構成を目標とします。

排出係数等の
増減理由

目標設定に
関する説明

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

調整後排出係数

調整後排出係数

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

第一年度
t-CO2/kWh

調整後排出係数

調整後排出係数 t-CO2/kWh

千t-CO2

％

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

調達電源の構成が変化したため。

千t-CO2

千t-CO2

t-CO2/kWh
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７　上記６の目標を達成するための措置

８　調達する電気の電源構成に関する見通しと実績

0 ％ 0 ％ 0 ％

0 ％ 0 ％ 1 ％

0 ％ 0 ％ 0 ％

0 ％ 0 ％ 1 ％

18 ％ 0 ％ 0 ％

69 ％ 0 ％ 3 ％

25 ％ 0 ％ 1 ％

55 ％ 1 ％ 3 ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※3 「卸電力取引所」とは、電力の卸取引を行う取引所であって、電気事業法第97条第１項に規定される指定を受けた
　　卸電力取引所を指す。

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

卸電力取引所※3

石油火力

※2 「FIT電気」とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく認定施設から買い
　　取られた電気で、その調達費用の一部が全電気利用者が負担する賦課金により賄われている電気を指す。

※1 「最終年度における見通し」欄には、基準年度時点における事業者の電気の調達計画等の見通しに基づき、特定期
　　間の最終年度を算定期間とする電源構成の概算の見込み割合を記載する。

年度 ％％

備考

石炭火力

2021 年度 FIT電気※2 その他（電源特定不可）

その他（　　　）

4

卸電力取引所※3

原子力

石油火力 8 ％

LNG火力 水力

FIT電気※2

基準年度

年度

2020

2019 年度

2022

最終年度
における

見通し※1

2

石炭火力 原子力

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

水力

0

石油火力

LNG火力 水力

石炭火力
第二年度

第三年度

％ FIT電気※2

原子力

％

％

年度 ％

3 ％

％2 5

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

％

0％

その他（電源特定不可）

0 ％

FIT電気※2 その他（電源特定不可）

現状具体的な措置の実施はありません。

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

調達する電気の電源構成の割合（Ｗ･ｈ比）

LNG火力 水力

99

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

％

卸電力取引所※3

石炭火力

区分

卸電力取引所※3

石油火力

FIT電気※2 その他（電源特定不可）

卸電力取引所※3

石油火力

第一年度

原子力

原子力

％

99 ％

LNG火力 水力

LNG火力

0

石炭火力
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９の１　再生可能エネルギー源により発電された電気の調達量に関する見通しと実績

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(不明)

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(不明)

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

区分

0 千kWh

年度

0

年度

0

0

最終年度
における
見通し

2022 年度

第三年度

年度

第一年度

2020 年度

第二年度

2021

0

千kWh 千kWh

15,120 千kWh

0

7,727 千kWh 269

0

千kWh

千kWh

0

0

0 7,727

0 0

0

0

0

0

0

0 0

0

0

0 0

0

0

0

種類別調達量
再生可能エネルギー
電気(FIT電気を除

く)

0

0

0

電源

調達量

備考

196

0

2019

千kWh

県内分

再生可能エネルギー源の種類（内訳）

FIT電気

0

0

0 0

0

0 0

3,780 11,340

0

千kWh

基準年度
0

0
千kWh

0
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９の２　再生可能エネルギーの普及・供給拡大に関する取組

１０　エネルギーの供給に係る温室効果ガス排出抑制の研究と取組

１１　需要家の省エネルギー対策の推進に関する取組

家 庭 ･ 事 業 者 の
省 エ ネ ル ギ ー
対 策 へ の 協 力

需要家に対し、30分ごとの電気使用量の「見える化」等のサービス
を提供することで、電気使用量の削減への働きかけを行いました。

自社およびグループ会社にて再生可能エネルギーを起源とする発電所からの調達を行いまし
た。

※ 需要家に対して節電や省エネを誘導する料金体系を導入している場合は、「その他」に記載する。

そ の 他

再生可能エネルギー由来の非化石証書を導入したメニューの販売を行いました。

区分 実施内容

高 効 率 機 器 の
普 及 促 進

現状具体的な措置の実施はありません。
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１２の１　地域との連携に関する取組の実施状況

１２の２　その他、温暖化対策に関する取組の実施状況

第 三 年 度 実 績

区分

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 内 容

特にございません。

第 一 年 度 実 績 特にございません。

第 二 年 度 実 績 特にございません。

第 三 年 度 実 績

実施内容

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 対 策

・昼休憩、並びに19時以降のオフィスの電気を消灯し、自社の電気
の使用量を低減。
・オフィスカジュアルの実施。
・営業活動での自動車の使用を避け、公共交通機関の利用を実行し
ている。
・社内システム導入により、紙媒体での帳票を無くすなど、紙の節
約による森林資源の保護を実施。

第 一 年 度 実 績

・昼休憩、及び19時以降のオフィスの電気を消灯し、自社の電気の
使用量を低減しています。
・社内システム導入により、紙媒体での帳票を無くすなど、紙の節
約を実施しています。
・オフィスカジュアル制度を継続しています。
・社員の名刺に採用している地球環境を考慮した石灰石由来のス
トーンペーパー（LIMEX)の使用を継続しています。

第 二 年 度 実 績

・社内システム導入により、紙媒体での帳票を無くすなど、紙の節
約を実施しています。
・オフィスカジュアル制度を継続しています。
・社員の名刺に採用している地球環境を考慮した石灰石由来のス
トーンペーパー（LIMEX)の使用を継続しています。
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１３　自由記載欄


